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        中央労働災害防止協会           平成 26 年 4 月 10 日 

 

            

 

 

 

 

 

 

平成 25 年度労働災害防止対策補助事業 

介護・看護労働者の腰痛予防の進め方 及び 

    配達業務の安全活動好事例集 まとまる 
 

中央労働災害防止協会（中災防）では、平成 25 年度に下記のとおり、調査研

究事業を行いました。この度その結果がまとまりましたので、別添のとおり公

表いたします。 

当協会では、これらの結果を活用して、今後、産業界において安全衛生活動

が活発に実施されるよう、一層の普及促進を図っていきます。 

 

記 

 

（１）改訂「職場における腰痛予防対策指針」に沿った 

社会福祉施設における 介護・看護労働者の腰痛予防の進め方 

 ～リスクアセスメントの考え方を踏まえて～ 

（２）配達業務を安全に  

～リスクアセスメント、交通事故防止対策などの活動好事例集～ 
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（１）改訂「職場における腰痛予防対策指針」に沿った  

社会福祉施設における 介護・看護労働者の腰痛予防の進め方 

～リスクアセスメントの考え方を踏まえて～ 

 平成 25 年 6 月に厚生労働省により改訂された「職場における腰痛予防対策指針」

に新たに盛り込まれた社会福祉施設で働く介護・看護労働者の腰痛予防対策につい

て、その手順や実践例をリスクアセスメントの考え方を踏まえて解説している（図

1）。 

作業環境や労働者の要因だけでなく介護・看護対象者の要因を加味しなければな

らないといった介護・看護労働の特性を踏まえ、また安全衛生体制が十分でない施

設においても腰痛予防対策にたどりつけるものとなるよう、リスクを評価し、リス

ク回避・低減対策のつなげられるようにした（図 2）。 

また、対策指針に示された「原則として、人力による人の抱上げは行わせないこ

と」にすでに取り組んでいる企業の福祉機器の導入までの経緯等や海外の事例とし

て、オーストラリアの「ノーリフティングポリシー（人力のみでの移乗介助や移動

を制限したもの）」についても紹介している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

   図１ 冊子の表紙      

 

 

 図２ 介護労働者の腰痛予防対策チェックリスト 
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（２）配達業務を安全に  

～リスクアセスメント、交通事故防止対策などの活動好事例集～ 

配達業務に関する業種は、運送会社による荷物の配達をはじめ、郵便配達、新聞

配達、また、外食産業による食事の出前・宅配、小売業による食料品や生活雑貨の

配達、さらには緊急時に駆けつけるセキュリティサービスなど、多岐にわたってい

る。これら配達業務のうち、例えば新聞販売業（新聞配達）における休業 4 日以上

の労働災害による死傷者数は、ここ数年 2,000 人を超え、増加傾向にある。特に交

通事故は死亡災害や重篤なケガになる可能性がある。 

そこで住宅などに戸別に荷物等を配達する業務に携わる労働者が安全に働けるよ

うな取り組みをしている７企業（貨物運送業、新聞販売業、小売業、配達飲食サー

ビス業、飲食店、警備業）に直接お話を伺い、その内容を事例集としてまとめた（図

3、4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 中央労働災害防止協会ホームページ（http://www.jisha.or.jp/） 

○ 調査研究結果の全文、リーフレット等は当協会ホームページの「調査・研究」

のページに掲載しています。

（http://www.jisha.or.jp/research/report/index.html） 

 

 

図 3 事例集の表紙 
図 4 配達業務における災害事例 


